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2024 年 3 月期決算の概況 

 

1. 事業の概況 

(1) 事業の経過及び成果等 

2023 年度のわが国経済は、海外経済の減速や国際情勢の不安定化により不確実性が高まる中、

物価上昇等により個人消費の持ち直しに足踏みがみられるものの、コロナ禍からの経済活動正

常化の進展や、30 年ぶりの高水準の賃上げ、価格転嫁の加速等により緩やかな回復を続けまし

た。 

このような情勢の中、地震リスクに対する認識は高い水準を保っているものの、前年度の火

災保険改定に伴う中途更改増の反動等により正味収入保険料は前年度より微減となりました。

正味支払保険金及び損害調査費については、2022 年 3 月に発生した福島県沖を震源とする地震

の支払いが収束に向かっていることから前年度より減少しました。なお、2024 年 1 月に発生し

た令和 6 年能登半島地震については、当年度の支払いは限定的だったものの、支払備金を計上

しました。 

資産運用に関しては、運用資産の増加や購入債券の利回り上昇により利息及び配当金収入が

増加、有価証券売却益を計上した一方で、ヘッジコストの上昇に伴う為替関連の収支が悪化し

たことから、運用益は前年度を下回りました。 

第 6次中期経営計画の 終年度にあたり、引き続き「経営基盤の高度化」及び「SDGs の取り

組み」をベースに、「人財戦略」及び「DX 化」を進めながら、「地震保険制度の進化」、「運用規

模 1 兆円を視野に入れた資産運用体制の構築」、「複合災害発生時の支払体制の強化」及び「付

帯率及び防災・減災意識の向上」に取り組みました。地震保険制度では再保険スキームにおけ

る民間責任額の設定方法の見直しを提言し継続検討の体制を整えました。資産運用では中期運

用戦略を着実に推進しながら運用資産の多様化に取り組みました。支払体制ではキーパーソン

不在を想定した大規模全社演習を実施し、浮かび上がった諸課題に対し代替要員確保等の対応

に取り組みました。普及促進面では役員も含む全職員が防災士の資格を取得しリテラシーを高

めた上でデータ分析、有識者や行政等との人的ネットワーク構築を通じて発信力を強化すると

ともに、IR エンゲージメントを通じた効果的な働きかけ等により「地震災害に対する社会のレ

ジリエンス向上」に資する取り組みを行いました。 

(2) 地震保険成績の概要 

① 正味収入保険料と正味支払保険金 

収入保険料から出再保険料を控除した正味収入保険料は 2,642 億円（前年度比 1.7％減）

となりました。一方、正味支払保険金は 280 億円(前年度比 86.5％減)となりました。 

② 危険準備金と責任準備金 

正味収入保険料から受再保険手数料等を控除した正味保有保険料 1,969 億円を危険準備

金に積み増しました。 

また、正味支払保険金、損害調査費、支払備金、運用損及び広告宣伝費の合計 993 億円を

過年度危険準備金から取り崩した結果 、当年度末危険準備金は 4,309 億円（前年度比 29.3％

増）となりました。 

この危険準備金に未経過保険料積立金を加えた当年度末責任準備金は 7,496 億円（前年

度比 16.5％増）となりました。 
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③ 元受保険会社等の危険準備金 

受託金勘定の元受保険会社等の危険準備金については、差引正味保険料 6 億円を積み増

し、運用損及び広告宣伝費の合計 13 億円を過年度危険準備金から取り崩した結果、当年度

末危険準備金は 112 億円（前年度比 6.4％減）となりました。 

 

(3) 資産運用の概要 

資産運用にあたっては、当社の資産運用方針に基づき、流動性、安全性と収益性のバランス

に留意し進めて参りました。 

当年度末の総資産は、期中の保険金等の支払いが限定的だったことから、8,299 億円（前年

度比 25.5％増）となりました。なお、主な運用資産の項目は、預貯金が 1,536 億円、有価証券

が 5,741 億円となっています。 

損益面に関しては、厳しい運用環境が継続する中、利息及び配当金収入が 13 億円、為替差

益が 40 億円、これらに有価証券売却益等を加えた資産運用収益は 60 億円となりました。一

方、ヘッジの為替予約に関する金融派生商品費用が 56 億円となり、有価証券売却損等を加え

た資産運用費用は 56 億円となりました。 

なお、当社では外貨建債券の購入にあたって、高水準の為替ヘッジを行っています。 

 

(4) 当年度損益（資本勘定） 

当年度の損益については、利息及び配当金収入にその他の項目を加減算し、法人税及び住民

税を控除した結果、0百万円の当期純利益となりました。 
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2.　財務諸表

（1）貸借対照表

金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

150,263      22.7 153,633      18.5 3,369     2.2 

150,263      22.7 153,633      18.5 3,369     2.2 

361          0.1 708          0.1 347       96.1 

38,999       5.9 79,998       9.6 40,999    105.1 

452,280      68.4 574,140      69.2 121,859   26.9 

12,176       1.8 29,641       3.6 17,464    143.4 

82,066       12.4 134,567      16.2 52,500    64.0 

323,820      49.0 356,557      43.0 32,737    10.1 

33,052       5.0 50,236       6.1 17,184    52.0 

1,164        0.2 3,136        0.4 1,972     169.4 

215          0.0 152          0.0 △63      △29.2      

19           0.0 26           0.0 6         35.1 

196          0.0 126          0.0 △69      △35.6      

294          0.0 246          0.0 △48      △16.4      

293          0.0 245          0.0 △48      △16.5      

1            0.0 1            0.0 -         - 

18,643       2.8 21,045       2.5 2,401     12.9 

18,200       2.8 20,460       2.5 2,259     12.4 

6            0.0 26           0.0 19        286.1 

283          0.0 505          0.1 221       78.2 

45           0.0 45           0.0 -         - 

27           0.0 6            0.0 △21      △76.8      

79           0.0 -            - △79      △100.0     

661,059      100.0 829,925      100.0 168,866   25.5 

その他の無形固定資産

再 保 険 貸

未 収 金

未 収 収 益

預 託 金

増減率

（資産の部）

現 金 及 び 預 貯 金

比較増減

（単位：百万円）

年度 2023年度

（2024年3月31日現在）

2022年度

（2023年3月31日現在）

買 入 金 銭 債 権

科目

コ ー ル ロ ー ン

有 価 証 券

預 貯 金

国 債

社 債

外 国 証 券

建 物

その他の有形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア

地 方 債

そ の 他 の 証 券

仮 払 金

金 融 派 生 商 品

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

資 産 の 部 合 計
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金額 構成比 金額 構成比

％ ％ ％

646,152      97.7 817,165      98.5 171,012   26.5 

2,822        0.4 67,531       8.1 64,708    2,292.7 

643,330      97.3 749,633      90.3 106,303   16.5 

9,906        1.5 9,425        1.1 △481     △4.9       

8,087        1.2 7,436        0.9 △651     △8.1       

5,266        0.8 5,453        0.7 187       3.6 

390          0.1 354          0.0 △35      △9.1       

2            0.0 6            0.0 3         115.9 

729          0.1 616          0.1 △112     △15.5      

1,699        0.3 1,004        0.1 △694     △40.9      

142          0.0 158          0.0 16        11.2 

11           0.0 14           0.0 2         21.5 

24           0.0 28           0.0 4         19.0 

0 0.0 1            0.0 0 25.5 

0 0.0 1            0.0 0 25.5 

△4,769      △0.7    △5,795      △0.7    △1,026   - 

659,557      99.8 828,433      99.8 168,876   25.6 

％ ％ ％

1,000        0.2 1,000        0.1 -         - 

547          0.1 548          0.1 0 0.1 

1            0.0 1            0.0 -         - 

546          0.1 547          0.1 0 0.1 

特 別 積 立 金 17           0.0 17           0.0 -         - 

価格変動特別積立金 39           0.0 39           0.0 -         - 

繰 越 利 益 剰 余 金 490          0.1 490          0.1 0 0.1 

△5          △0.0    △5          △0.0    -         - 

1,542        0.2 1,542        0.2 0 0.0 

△40         △0.0    △50         △0.0    △10      - 

△40         △0.0    △50         △0.0    △10      - 

1,501        0.2 1,491        0.2 △9       △0.7       

661,059      100.0 829,925      100.0 168,866   25.5 

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

負債及び純資産の部合計

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

支 払 備 金

（純資産の部）

資 本 金

負 債 の 部 合 計

地 震 保 険 評 価 差 額 金

特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

賞 与 引 当 金

再 保 険 借

未 払 法 人 税 等

預 り 金

未 払 金

金 融 派 生 商 品

（単位：百万円）

年度 2022年度 2023年度

比較増減 増減率（2023年3月31日現在） （2024年3月31日現在）

科目

そ の 他 負 債

責 任 準 備 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

（負債の部）

保 険 契 約 準 備 金

受 託 金

退 職 給 付 引 当 金
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１ 会計方針に関する事項は次のとおりであります。 

(１) 有価証券の評価基準、評価方法及び表示方法は次のとおりであります。

① その他有価証券の評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法により行っております。

② 地震保険の責任準備金及び地震保険に係る受託金に対応する資産の評価差額については、

税効果控除前の額を、保険業法施行規則別紙様式に基づき、負債の部に「地震保険評価差

額金」として表示しております。それ以外の評価差額については、税効果控除後の額を全

部純資産直入法により処理し、純資産の部に表示しております。ただし、外貨建債券につ

いては、外国通貨による時価の変動に係る換算差額を評価差額とし、それ以外の差額につ

いては、為替差損益として処理する方法を採用しております。また、売却原価の算定は移

動平均法に基づいております。

(２) デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

(３) 有形固定資産の減価償却は、定率法により行っております。ただし、1998 年 4 月 1 日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)並びに 2016 年 4 月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については定額法により行っております。

(４) 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却は、見積利用可能期間（5 年）

に基づく定額法により行っております。

(５) 外貨建の資産の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠して行っております。

(６) 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基

準に基づき、次のとおり計上しております。

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発

生している債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権につ

いては、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控

除し、その残額を引き当てることとしております。上記以外の債権については、過去の一定

期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。

また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき財務部が資産査定を実施し、当該部署から

独立した管理・企画部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の計上を行

っております。

なお、当期は引当の対象となる資産がないため、計上を行っておりません。

(７) 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

なお、退職給付債務は、自己都合退職による期末要支給額を基に計算する簡便法により算出

しております。

(８)役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき当期末要支給

額を計上しております。

(９)賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、当期末における支給見込額を基準に算出してお

ります。

(１０) 価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第 115 条の規定に

基づき計上しております。

(１１) 再保険取引は、元受保険会社等と締結している地震保険再保険特約書等及び政府と締結して

いる地震保険超過損害額再保険契約書等の定めに基づいております。元受保険会社から地震

保険再保険料報告書等を受領した時点で収入保険料を計上し、それに対して元受保険会社等

及び政府へ出再したと認められる保険料を支払再保険料として計上しております。

また、元受保険会社から地震保険再保険金計算書を受領した時点で支払保険金を計上し、そ

れに対して元受保険会社等及び政府から回収可能と認められる保険金を回収再保険金として

計上しております。

(貸借対照表の注記) 
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(１２) 支払備金は、元受保険会社から報告を受けた支払備金合計額を計上しております。 

なお、保険業法施行規則第 73 条第 3項に基づき再保険が付された部分に相当する支払備金は

計上を行っておりません。 

２ 金融商品の状況に関する事項、金融商品の時価等に関する事項及び金融商品の時価の適切な

区分ごとの内訳等に関する事項 

(１) 金融商品の状況に関する事項 

当社は再保険金の支払いに備え、主に国内外の高格付の短中期債並びに短期金融商品を保有

し、流動性と安全性を第一義とし、それに収益性を加味した資産運用を行っております。デ

リバティブ取引は、外貨建債券の為替変動に伴う市場リスク軽減のための先物為替予約で、

実需の範囲内で行うこととしております。また、市場リスク・信用リスク・流動性リスクに

ついては定期的に時価や信用情報を把握、管理しております。 

(２) 金融商品の時価等に関する事項及び金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項 

2024年 3月 31日における貸借対照表計上額、時価の区分については次のとおりであります。

なお、現金及び預貯金、コールローン、買入金銭債権は短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似することから、注記を省略しております。 

金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の 3つのレベルに分類しております。 

レベル 1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算

定した時価 

レベル 2 の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを

用いて算定した時価 

レベル 3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価

を分類しております。 

時価をもって貸借対照表計上額とする金融商品 (単位：百万円) 

区分 
貸借対照表計上額 

レベル 1 レベル 2 レベル 3 合計 

有価証券     

その他有価証券 － 574,140 － 574,140 

 国債 － 29,641 － 29,641 

 地方債 － 134,567 － 134,567 

 社債 － 356,557 － 356,557 

 外国証券 － 50,236 － 50,236 

 その他の証券 － 3,136 － 3,136 

デリバティブ取引(※) 
ヘッジ会計が適用されてい
ないもの 

－ (1,004) － (1,004) 

 通貨関連取引 － (1,004) － (1,004) 

(※)その他資産及びその他負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しておりま

す。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる項目については( )で表示しております。 

(注 1)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

有価証券 

国債、地方債、社債及び外国証券は相場価格を用いて評価しておりますが、活発な市場

における相場価格とは認められないため、レベル 2の時価に分類しております。 
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なお、市場における相場価格が入手できない投資信託は、解約又は買戻請求に関して市

場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がないため基準価額を時価

とし、レベル 2の時価に分類しております。 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引の種

類や満期までの期間に応じて割引現在価値の評価技法を利用して時価を算定しており

ます。評価技法で用いている主なインプットは、金利及び為替レートであります。観察

できないインプットを用いていない又はその影響が重要でない場合はレベル 2 の時価

に分類しております。

３ 消費税等の会計処理は税込方式によっております。

４ 責任準備金の内訳項目である危険準備金は、責任準備金の算出方法書に基づき、正味純保険料の

額と資産の運用によって生じた利益から法人税等相当額を除いた額を累積して積み立てており

ます。また、危険準備金より正味保険金及び損害調査費等の額を取り崩しております。 

５ 有形固定資産の減価償却累計額は 176 百万円、圧縮記帳額は 2百万円であります。 

６ 支払備金の内訳は次のとおりであります。 

支払備金(出再支払備金控除前) 69,218 百万円 

同上に係る出再支払備金 1,686 百万円 

差引 67,531 百万円 

７ 繰延税金資産の総額は 2,613 百万円であります。なお、評価性引当額として全額を繰延税金資産

の総額から控除しております。

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、税務上の繰越欠損金 2,443 百万円、未払事業税 77

百万円、退職給付引当金 44 百万円、未払特別法人事業税 21 百万円であります。 

８ 当事業年度末日後、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象は生じておりま

せん。 

９ 1 株当たりの純資産額は 750 円 23 銭であります。 

算定上の基礎である純資産の部の合計は 1,491 百万円、普通株式に係る純資産額は 1,491 百万

円、普通株式の当期末株式数は 1,988 千株であります。

１０ 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（2）損益計算書

2022年4月 1日から 2023年4月 1日から

2023年3月31日まで 2024年3月31日まで

金額 金額

％

413,488          270,125          △143,363  △34.7      

410,599          264,053          △146,545  △35.7      

正 味 収 入 保 険 料 268,987          264,288          △4,698    △1.7       

積 立 保 険 料 等 運 用 益 158              △234            △392      △248.4     

支 払 備 金 戻 入 額 141,454          -                △141,454  △100.0     

2,864            6,046            3,182      111.1 

利 息 及 び 配 当 金 収 入 778              1,375            597        76.8 

有 価 証 券 売 却 益 290              357              66         23.0 

為 替 差 益 1,951            4,076            2,125      108.9 

そ の 他 運 用 収 益 2                2                0 1.1 

積立保険料等運用益振替 △158            234              392        - 

24               24               △0 △0.4       

413,487          270,124          △143,363  △34.7      

409,015          262,411          △146,604  △35.8      

正 味 支 払 保 険 金 207,758          28,092           △179,666  △86.5      

損 害 調 査 費 20,934           5,891            △15,042   △71.9      

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 57,657           57,414           △243      △0.4       

支 払 備 金 繰 入 額 -                64,708           64,708     - 

責 任 準 備 金 繰 入 額 122,664          106,303          △16,361   △13.3      

2,489            5,656            3,167      127.2 

有 価 証 券 売 却 損 272              10               △262      △96.3      

金 融 派 生 商 品 費 用 2,200            5,624            3,424      155.7 

そ の 他 運 用 費 用 16               21               4          29.4 

1,982            2,056            73         3.7 

-                0 0 - 

そ の 他 の 経 常 費 用 -                0 0 - 

0 0 0 19.9 

0 0 △0 △0.2       

0 0 △0 △0.2       

0 0 △0 △0.2       

0 0 0 27.9 

0 0 -          - 

0 0 -          - 

0 0 0 61.3 

資 産 運 用 費 用

2022年度

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

保 険 引 受 費 用

資 産 運 用 収 益

経　　常　　収　　益

保 険 引 受 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経　　常　　費　　用

科目

そ の 他 経 常 費 用

経  常  利  益

特　　別　　損　　失

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 合 計

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額

（単位：百万円）

年度 2023年度

比較増減 増減率
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１ 正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。 

収入保険料 345,862 百万円 

支払再保険料 81,573 百万円 

差引 264,288 百万円 

２ 正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。 

支払保険金 37,321 百万円 

回収再保険金 9,228 百万円 

差引 28,092 百万円 

３ 支払備金繰入額(△は支払備金戻入額)の内訳は次のとおりであります。 

支払備金繰入額(出再支払備金控除前) 62,124 百万円 

同上に係る出再支払備金繰入額 △2,584 百万円

差引 64,708 百万円 

４ 利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。 

預貯金利息 6 百万円 

コールローン利息 0 百万円 

買入金銭債権利息 5 百万円 

有価証券利息 1,363 百万円 

計 1,375 百万円 

５ 金融派生商品費用中の評価損益は 1,004 百万円の損であります。 

６ １株当たりの当期純利益は 0円 20 銭であります。 

算定上の基礎である当期純利益は 0百万円、普通株式に係る当期純利益は 0百万円、普通株式

の期中平均株式数は 1,988 千株であります。 

７ 当期末における法定実効税率は 28.00％、税効果会計適用後の法人税等の負担率は 42.67％で

あり、この差異の主な内訳は、繰越欠損金の期限切れ 10,546.32％、評価性引当額の増減額

6,864.39％、広告宣伝費用に係る危険準備金有税戻入額の益金不算入額△17,466.64％であり

ます。 

８ 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

（損益計算書の注記） 
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（3）株主資本等変動計算書

① 2022年度

特別積
立金

価格変
動特別
積立金

繰越利
益剰余

金

1,000 1 17   39   489  547  △5 1,541 △12 △12 1,529 

当期純利益 0 0 0 0

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△28 △28 △28 

0 0 0 △28 △28 △27 

1,000 1 17   39   490  547  △5 1,542 △40 △40 1,501 

② 2023年度

特別積
立金

価格変
動特別
積立金

繰越利
益剰余

金

1,000 1 17   39   490  547  △5 1,542 △40 △40 1,501 

当期純利益 0 0 0 0

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△10 △10 △10 

0 0 0 △10 △10 △9 

1,000 1 17   39   490  548  △5 1,542 △50 △50 1,491 

（株主資本等変動計算書の注記）

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

２ 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

当期末残高

その他
有価証
券評価
差額金

評価・
換算差
額等合

計

利益
準備
金

その他利益剰余金
利益剰
余金合

計

当期首残高

利益剰余金

自己
株式

株主資
本合計

当期変動額

当期変動額合計

株主資本
評価・換算

差額等

株主資本
評価・換算

差額等

利益剰
余金合

計

当期首残高

当期変動額

当期変動額合計

当期末残高

株主資
本合計

（単位：百万円）

資本金

純資産
合計

資本金

（単位：百万円）

その他
有価証
券評価
差額金

評価・
換算差
額等合

計

利益
準備
金

その他利益剰余金
純資産
合計

利益剰余金

自己
株式

（単位：株）

前事業年度末 当事業年度 当事業年度 当事業年度末

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数

発行済株式

普通株式 2,000,000 -    - 2,000,000
合計 2,000,000 -    - 2,000,000

自己株式

普通株式 11,400 -    - 11,400
合計 11,400 -    - 11,400
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3. その他 

（1）有価証券関係 

  ①売買目的有価証券 

   該当ありません。 

 

  ②満期保有目的の債券 

   該当ありません。 

 

  ③その他有価証券 

（単位：百万円） 

区 分 種 類 

2022 年度 

(2023 年 3 月 31 日現在) 

2023 年度 

(2024 年 3 月 31 日現在) 

取 得 原 価 
貸借対照表

計 上 額 
差 額 取 得 原 価 

貸借対照表

計 上 額 
差 額 

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えるもの 

公 社 債 88,293 88,729 435 21,917 21,942 24 

株 式 － － － － － － 

外国証券 17,892 19,809 1,917 38,521 44,090 5,568 

そ の 他 1,103 1,114 11 1,999 2,193 193 

小 計 107,289 109,653 2,364 62,439 68,226 5,786 

貸借対照表

計上額が取

得原価を超

えないもの 

公 社 債 332,168 329,334 △2,833 502,858 498,823 △4,035 

株 式 － － － － － － 

外国証券 13,616 13,242 △373 6,200 6,146 △53 

そ の 他 50 49 0 985 943 △41 

小 計 345,834 342,626 △3,207 510,043 505,914 △4,129 

合 計 453,123 452,280 △843 572,483 574,140 1,656 

 

④売却したその他有価証券 

（単位：百万円） 

種 類 

2022 年度 

（2022 年 4月 1日から 2023 年 3月 31 日まで） 

2023 年度 

（2023 年 4月 1日から 2024 年 3月 31 日まで） 

売却額 
売却益の 

合計額 

売却損の 

合計額 
売却額 

売却益の 

合計額 

売却損の 

合計額 

公 社 債 115,810 290 131 6,506 261 2 

株 式 － － － － － － 

外 国 証 券 2,139 － 140 － － － 

そ の 他 － － － 1,253 96 7 

合 計 117,949 290 272 7,759 357 10 

 

  ⑤減損処理を行った有価証券 

   該当ありません。 
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（2）デリバティブ取引関係 

  ①ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

 

通貨関連 

（単位：百万円） 

区

分

種 類 

2022 年度 

(2023 年 3 月 31 日現在) 

2023 年度 

(2024 年 3 月 31 日現在) 

契約額等 
時価 評価損益 

契約額等 
時価 評価損益 

 うち1年超  うち1年超 

市

場

取

引

以

外

の

取

引 

為替予約取引         

売 建         

   米 ド ル 13,434 － △1,291 △1,291 21,360 1,230 △611 △611 

ユ ー ロ 13,247 － △328 △328 12,743 － △230 △230 

豪 ド ル － － － － 6,896 － △162 △162 

合 計   △1,619 △1,619   △1,004 △1,004 

 

  ②ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

   該当ありません。 

 

（3）保険業法に基づく債権 

   該当ありません。 
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（4）単体ソルベンシー・マージン比率 

（単位：百万円） 

区分 
2022 年度 

(2023 年 3 月 31 日現在) 

2023 年度 

(2024 年 3 月 31 日現在 

(Ａ） 単体ソルベンシー・マージン総額 323,664 420,257 

資本金又は基金等 1,542 1,542 

価格変動準備金 0 1 

危険準備金 － － 

異常危険準備金 333,368 430,982 

一般貸倒引当金 － － 

その他有価証券の評価差額金・繰延ヘ

ッジ損益（税効果控除前） 
△4,717 △5,738 

土地の含み損益 － － 

払戻積立金超過額 － － 

負債性資本調達手段等 － － 

払戻積立金超過額及び負債性資本調

達手段等のうち、マージンに算入され

ない額 

－ － 

控除項目 6,530 6,530 

その他 － － 

(Ｂ） 単体リスクの合計額 

65)43()21( 22 RRRRRR   
202,024 243,149 

一般保険リスク     (R1) － － 

第三分野保険の保険リスク(R2) － － 

予定利率リスク     (R3） － － 

資産運用リスク     (R4) 10,963 13,781 

経営管理リスク     (R5) 3,961 4,767 

巨大災害リスク     (R6) 187,100 224,600 

(Ｃ） 
単体ソルベンシー・マージン比率 

〔(A)/｛(B)×1/2｝〕×100 
320.4% 345.6% 

 

（注） 「単体ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第 86 条（単体ソルベンシー・

マージン）及び第 87 条（単体リスク）並びに平成 8年大蔵省告示第 50 号の規定に基づいて算出

された比率です。 

 

＜単体ソルベンシー・マージン比率＞ 

損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を

積み立てておりますが、巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の

予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持しておく必要があります。 

この「通常の予測を超える危険」を示す｢単体リスクの合計額｣(上表の(Ｂ))に対する「損害保険会社

が保有している資本金・準備金等の支払余力」(すなわち単体ソルベンシー･マージン総額：上表の(Ａ))

の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたものが、「単体ソルベンシー・マージン比率」

(上表の(Ｃ))です。 
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「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額であります。 

①保険引受上の危険 

（一般保険リスク） 

（第三分野保険の保険リスク） 

：保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生

し得る危険（巨大災害に係る危険を除く。） 

②予定利率上の危険 

（予定利率リスク） 

：積立型保険について実際の運用利回りが保険料算出時に予

定した利回りを下回ることにより発生し得る危険 

③資産運用上の危険 

（資産運用リスク） 

：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変

動することにより発生し得る危険等 

④経営管理上の危険 

（経営管理リスク） 

：業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①

～③及び⑤以外のもの 

⑤巨大災害に係る危険 

（巨大災害リスク） 

：通常の予測を超える巨大災害(関東大震災や伊勢湾台風相

当)により発生し得る危険 

 

「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」（単体ソルベンシー・マージン総額）と

は、損害保険会社の純資産（社外流出予定額等を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、

土地の含み益の一部等の総額であります。 

 

ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健全性を判断するため

に活用する客観的な指標のひとつでありますが、その数値が２００％以上であれば「保険金等の支払能

力の充実の状況が適当である」とされております。 

 

 

◎ 当社は、「地震保険に関する法律」に基づき政府と地震保険再保険契約を締結しており、かつ同法に、

政府は保険金支払のための資金のあっせん・融通に努める旨定めているなど特別の事業形態となって

いることから、保険業法第 132 条第 2 項に規定する区分等を定める命令第 3 条第 6 項（注）により、

当社のソルベンシー・マージン比率の数値は、上記水準の如何にかかわらず、行政当局が行う改善命

令等の発動基準の数値としては使用しないことになっています。 

 

(注) 条文は、次のとおりです。 

「保険会社が地震保険に関する法律（昭和 41 年法律第 73 号）第 3条第 1項（政府の再保険）に規

定する再保険契約を政府との間で締結している場合には、当該保険会社について、当該保険会社が

該当する前条第 1項の表の区分に応じた命令は、同表の非対象区分に掲げる命令とする。」 
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